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「民間防災対策支援モデル事業費補助金の公募」について 

 

 東日本大震災の影響により、首都圏においては、約５１５万人に及ぶ

帰宅困難者が発生しました。 

そのため、首都直下地震等の大規模災害対策として、帰宅困難者を受

け入れる民間一時滞在施設の確保を目的として、備蓄品の購入費用（水、

食料、簡易トイレ、毛布等の購入費）を措置する補助金について、平成

２４年度補正予算として認められました。 

 このたび、本補助金の対象である地方公共団体（東京都、埼玉県、千

葉県、神奈川県）のうち、東京都内の一時滞在施設を対象として、東京

都が公募を実施いたします。 
 
＜補助金の要件＞ 
 国の補助金の交付決定までに次の要件を満たしていること。 
①東京都内の区市町村と一時滞在施設を所有する企業又は事業者の間 
において、帰宅困難者受入協定を締結していること。 

 ②従業員向けの備蓄は完了していること。 
 ③事業継続計画（ＢＣＰ）を策定していること。 
 
＜東京都の公募窓口＞ 
東京都総務局総合防災部防災管理課事業推進係 

  ＴＥＬ ０３－５３８８－２４８５（直通） 
 

※補助金の詳細については、公募窓口である東京都にお問い合わせください。 

 

※埼玉県、千葉県、神奈川県の一時滞在施設を対象とする公募は、当該各県と調整中。 
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民間防災対策支援モデル事業費補助金の概要（平成２４年度補正）

補
助

コンビニ

☆災害時帰宅支援
ステーション

駅ﾀｰﾐﾅﾙ

☆利用者を保護
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※補助金交付決定までに下記の要件を満たすこと。
①地方公共団体（区市町村）と一時滞在施設を所
有する企業又は事業者間において、帰宅困難者
受入協定を締結済であること。

②従業員向けの備蓄は完了済であること。
③事業継続計画（ＢＣＰ）を策定済であること。

寄る辺のない帰宅困難者受入可能

補助対象外 補助対象：一時滞在施設に対する備蓄（ﾓﾃﾞﾙとして8.5万人分）

平成２４年９月 首都直下地震帰宅困難者対策
協議会最終報告

⇒帰宅困難者対策の課題抽出・分析し提言
・事業者等は、市区町村と協定を締結して一時滞在施
設を提供

・各地域の実情に応じた運営マニュアルの整備や支援
策の具体化、「一時滞在施設の確保と運営のガイド
ライン」の策定

（東京都の例）
平成２４年３月 帰宅困難者対策条例公布
平成２５年４月 帰宅困難者対策条例施行

公立施設

☆都県が独自に備蓄
完了

東日本大震災時には東京圏で
５１５万人もの帰宅困難者が

発生し大混乱

寄る辺のない帰宅困難者
（収容できない帰宅困難者）が大発生！

☆現時点の自助、共助及び公助の組み合わせだけでは、
寄る辺のない帰宅困難者は救えない状況。

備蓄品 ３日分
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